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第１章 平成２９年告示新学習指導要領における学習評価の考え方 

 

はじめに 

 

中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会において、平成３１年１月２１日付けで

「児童生徒の学習評価の在り方について（報告）」がとりまとめられた。 

 報告においては、新学習指導要領の下での学習評価の重要性を踏まえた上で、その基本的

な考え方や具体的な改善の方向性についてまとめられている。 

文部科学省では報告を受け、新学習指導要領の下での学習評価が適切に行われるとともに、

各設置者による指導要録の様式の決定や各学校における指導要録の作成の参考となるよう、

学習評価を行うに当たっての配慮事項、指導要録に記載する事項及び各学校における指導要

録作成に当たっての配慮事項等をとりまとめた。（平成３１年３月２９日付・３０文科初第

１８４５号「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及

び指導要録の改善等について（通知）」） 

このことを踏まえ、各市町村教育委員会及び各学校が、新学習指導要領の趣旨を踏まえた

学習指導及び学習評価を行うにあたっての参考となるよう、ここに改めて学習評価に関わる

通知・報告の内容を項目ごとに要約・整理して示すとともに、その趣旨を踏まえた具体的な

手順等を例示する。 

 なお、記載にあたっては下記参考資料の記載内容を適宜引用し、必要に応じて下線等を付

している。 

＜参考資料＞ 

・「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録

の改善等について（通知）」（平成３１年３月２９日付・３０文科初第１８４５号） 

・「学習評価の在り方ハンドブック」（令和元年６月 国立教育政策研究所） 

・「児童生徒の学習評価の在り方について（報告）」（平成３１年１月２１日・中央教育審議会

初等中等教育分科会教育課程部会） 

※ なお、本章では上記資料のうち「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等におけ

る児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について（通知）」（平成３１年３月２９日付・

３０文科初第１８４５号）について言及する際には、「改善等通知」との略称を用いる。 

 

令和２年 岐阜県教育委員会 学校支援課 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

１．学習評価についての基本的な考え方 

 

（１）学習評価の充実 

平成 29年改訂小・中学校学習指導要領総則においては、学習評価の充実について新たに

項目が置かれた。具体的には、学習評価の目的等について以下のように示し、単元や題材

など内容や時間のまとまりを見通しながら、児童生徒の主体的・対話的で深い学びの実現

に向けた授業改善を行うと同時に、評価の場面や方法を工夫して、学習の過程や成果を評

価することを示し、授業の改善と評価の改善を両輪として行っていくことの必要性を明示

した。 

・児童のよい点や進歩の状況などを積極的に評価し、学習したことの意義や価値を実感で

きるようにすること。また、各教科等の目標の実現に向けた学習状況を把握する観点から、

単元や題材など内容や時間のまとまりを見通しながら評価の場面や方法を工夫して、学習

の過程や成果を評価し、指導の改善や学習意欲の向上を図り、資質・能力の育成に生かす

ようにすること。 

・創意工夫の中で学習評価の妥当性や信頼性が高められるよう、組織的かつ計画的な取組

を推進するとともに、学年や学校段階を越えて児童の学習の成果が円滑に接続されるよう

に工夫すること。 

（小学校学習指導要領第１章総則 第３教育課程の実施と学習評価 ２学習評価の充実） 

（中学校学習指導要領にも同旨） 

 

（２）カリキュラム・マネジメントの一環としての指導と評価 

各学校における教育活動の多くは、学習指導要領等に従い児童生徒や地域の実態を踏ま

えて編成された教育課程の下、指導計画に基づく授業（学習指導）として展開される。各

学校では、児童生徒の学習状況を評価し、その結果を児童生徒の学習や教師による指導の

改善や学校全体としての教育課程の改善等に生かしており、学校全体として組織的かつ計

画的に教育活動の質の向上を図っている。このように、「学習指導」と「学習評価」は学校

の教育活動の根幹に当たり、教育課程に基づいて組織的かつ計画的に教育活動の質の向上

を図る「カリキュラム・マネジメント」の中核的な役割を担っている。 
 

（３）主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善と評価 

指導と評価の一体化を図るためには、児童生徒一人一人の学習の成立を促すための評価

という視点を一層重視し、教師が自らの指導のねらいに応じて授業の中での児童生徒の学

びを振り返り、学習や指導の改善に生かしていくことが大切である。すなわち、平成 29 年

改訂学習指導要領で重視している「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を

通して各教科等における資質・能力を確実に育成する上で、学習評価は重要な役割を担っ

ている。 
 

（４）学習評価について指摘されている課題 

現状としては、前述したような教育課程の改善や授業改善の一連の過程に学習評価を適

切に位置付けた学校運営の取組がなされる一方で、例えば、学校や教師の状況によっては、 

・ 学期末や学年末などの事後での評価に終始してしまうことが多く、評価の結果が児

童生徒の具体的な学習改善につながっていない、 
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・ 現行の「関心・意欲・態度」の観点について、挙手の回数や毎時間ノートをとって

いるかなど、性格や行動面の傾向が一時的に表出された場面を捉える評価であるよう

な誤解が払拭しきれていない、 

・ 教師によって評価の方針が異なり、学習改善につなげにくい、 

・ 教師が評価のための「記録」に労力を割かれて、指導に注力できない、 

・ 相当な労力をかけて記述した指導要録が、次の学年や学校段階において十分に活用

されていない、 

といった課題が指摘されている。 
 

（５）学習評価の改善の基本的な方向性 

（４）で述べた課題に応えるとともに、学校における働き方改革が喫緊の課題となって

いることも踏まえ、次の基本的な考え方に立って、学習評価を真に意味のあるものとする

ことが重要である。 

このため、以下のように学習評価の基本的な方向性が示された。 

① 児童生徒の学習改善につながるものにしていくこと 

② 教師の指導改善につながるものにしていくこと 

③ これまで慣行として行われてきたことでも、必要性・妥当性が認められないものは見

直していくこと 
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２．学習評価の主な改善点について 

 

（１） 各教科等の目標及び内容を「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学び

に向かう力、人間性等」の資質・能力の三つの柱で再整理した新学習指導要領の下で

の指導と評価の一体化を推進する観点から、観点別学習状況の評価の観点についても、

これらの資質・能力に関わる「知識・技能」、「思考・判断・表現」、「主体的に学習に

取り組む態度」の３観点に整理して示し、設置者において、これに基づく適切な観点

を設定することとしたこと。 

その際、「学びに向かう力、人間性等」については、「主体的に学習に取り組む態度」

として観点別学習状況の評価を通じて見取ることができる部分と観点別学習状況の評

価にはなじまず、個人内評価等を通じて見取る部分があることに留意する必要がある

ことを明確にしたこと。（下図参照） 

 

（中央教育審議会・「児童生徒の学習評価の在り方について（報告）」より） 

（２） 「主体的に学習に取り組む態度」については、各教科等の観点の趣旨に照らし、知

識及び技能を獲得したり、思考力、判断力、表現力等を身に付けたりすることに向け

た粘り強い取組の中で、自らの学習を調整しようとしているかどうかを含めて評価す

ることとしたこと（各教科等の観点の趣旨は、改善等通知の別紙４及び別紙５に示し

ている）。 

 

（３） 学習評価の結果の活用に際しては、各教科等の児童生徒の学習状況を観点別に捉え、

各教科等における学習状況を分析的に把握することが可能な観点別学習状況の評価と、

各教科等の児童生徒の学習状況を総括的に捉え、教育課程全体における各教科等の学

習状況を把握することが可能な評定の双方の特長を踏まえつつ、その後の指導の改善

等を図ることが重要であることを明確にしたこと。 
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３．各教科の学習評価について 

 

（１）観点別学習状況の評価 

小学校及び特別支援学校（視覚障害、 聴覚障害、 肢体不自由又は病弱）小学部におけ

る観点別学習状況については、小学校学習指導要領及び特別支援学校小学部・中学部学習

指導要領に示す各教科の目標に照らして、中学校及び特別支援学校（視覚障害、 聴覚障害、 

肢体不自由又は病弱）中学部における観点別学習状況については、中学校学習指導要領及

び特別支援学校小学部・中学部学習指導要領に示す各教科の目標に照らして、その実現状

況を観点ごとに以下のように評価する。 

 「十分満足できる」状況と判断されるもの   ・・・ Ａ 

 「おおむね満足できる」状況と判断されるもの ・・・ Ｂ 

 「努力を要する」状況と判断されるもの    ・・・ Ｃ 

 

① 「知識・技能」の評価について 

 

・ 「知識・技能」の評価は、各教科等における学習の過程を通した知識及び技能の習得状

況について評価を行うとともに、それらを既有の知識及び技能と関連付けたり活用した

りする中で、他の学習や生活の場面でも活用できる程度に概念等を理解したり、技能を

習得したりしているかについても評価するものである。 

「知識・技能」におけるこのような考え方は、従前の「知識・理解」（各教科等におい

て習得すべき知識や重要な概念等を理解しているかを評価）、「技能」（各教科等において

習得すべき技能を身に付けているかを評価）においても重視してきたものである。 

・ 具体的な評価方法としては、ペーパーテストにおいて、事実的な知識の習得を問う問

題と、知識の概念的な理解を問う問題とのバランスに配慮するなどの工夫改善を図ると

ともに、例えば、児童生徒が文章による説明をしたり、各教科等の内容の特質に応じて、

観察・実験をしたり、式やグラフで表現したりするなど実際に知識や技能を用いる場面

を設けるなど、多様な方法を適切に取り入れていくことが考えられる。 

 

② 「思考・判断・表現」の評価について 

 

・ 「思考・判断・表現」の評価は、各教科等の知識及び技能を活用して課題を解決する等

のために必要な思考力、判断力、表現力等を身に付けているかどうかを評価するもので

ある。 

「思考・判断・表現」におけるこのような考え方は、従前の「思考・判断・表現」の観

点においても重視してきたものである。 

・  具体的な評価方法としては、ペーパーテストのみならず、論述やレポートの作成、発

表、グループでの話合い、作品の制作や表現等の多様な活動を取り入れたり、それらを

集めたポートフォリオを活用したりするなど評価方法を工夫することが考えられる。 
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「主体的に学習に取り組む態度」 
の評価のイメージ 

③ 「主体的に学習に取り組む態度」の評価について 

 

 ア）「主体的に学習に取り組む態度」の評価の基本的な考え方 

・ 「主体的に学習に取り組む態度」の評価に際しては、単に継続的な行動や積極的な発

言等を行うなど、性格や行動面の傾向を評価するということではなく、各教科等の「主

体的に学習に取り組む態度」に係る評価の観点の趣旨に照らして、知識及び技能を獲

得したり、思考力、判断力、表現力等を身に付けたりするために、自らの学習状況を

把握し、学習の進め方について試行錯誤するなど自らの学習を調整しながら、学ぼう

としているかどうかという意思的な側面を評価することが重要である。 

・ 従前の「関心・意欲・態度」の観点も、各教科等の学習内容に関心をもつことのみ

ならず、よりよく学ぼうとする意欲をもって学習に取り組む態度を評価するという考

え方に基づいたものであり、この点を「主体的に学習に取り組む態度」として改めて

強調するものである。 

  ・ 本観点に基づく評価は、「主体的に学習に取り組む態度」に係る各教科等の評価の観

点の趣旨に照らして、 

① 知識及び技能を獲得したり、思考力、判断力、表現力等を身に付けたりすることに

向けた粘り強い取組を行おうとする側面と、 

② ①の粘り強い取組を行う中で、自らの学習を調整しようとする側面、 

という二つの側面を評価することが求められる（※）。 
 

※ これら①②の姿は実際の教科等の学びの中では別々ではなく相互に関わり合いながら立ち現れるも

のと考えられることから、実際の評価の場面においては、双方の側面を一体的に見取ることも想定

される。例えば、自らの学習を全く調整しようとせず粘り強く取り組み続ける姿や、粘り強さが全

くない中で自らの学習を調整する姿は一般的ではない。 

 

・ ここで評価の対象とする学習の調整に関する態度は必ずしも、その学習の調整が「適

切に行われているか」を判断するものではなく、それが各教科等における知識及び技

能の習得や、思考力、判断力、表現力等の育成に結び付いていない場合には、それら

の資質・能力の育成に向けて児童生徒が適切に学習を調整することができるよう、そ

の実態に応じて教師が学習の進め方を適切に指導するなどの対応が求められる。 

・ このような考え方に基づき評価を行った場合に

は、例えば、①の「粘り強い取組を行おうとする

側面」が十分に認められたとしても、②の「自ら

の学習を調整しようとしている側面」が認められ

ない場合には、「主体的に学習に取り組む態度」

の評価としては、基本的に「十分満足できる」（Ａ）

とは評価されないことになる。これは、この観点

については、ただ単に学習に対する粘り強さや積

極性といった児童生徒の取組のみを承認・肯定す

るだけではなく、学習改善に向かって自らの学習

（図・「学習評価の在り方ハンドブック」より） 
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を調整しようとしているかどうかを含めて評価することが必要であるとの趣旨を踏ま

えたものである。(前頁図参照) 

・ 仮に、①や②の側面について特筆すべき事項がある場合には、「総合所見及び指導上

参考となる諸事項」において評価を記述することも考えられる。 

・ 「主体的に学習に取り組む態度」の評価は、知識及び技能を習得させたり、思考力、

判断力、表現力等を育成したりする場面に関わって、行うものであり、その評価の結

果を、知識及び技能の習得や思考力、判断力、表現力等の育成に関わる教師の指導や

児童生徒の学習の改善にも生かすことによりバランスのとれた資質・能力の育成を図

るという視点が重要である。すなわち、この観点のみを取り出して、例えば挙手の回

数など、その形式的態度を評価することは適当ではなく、他の観点に関わる児童生徒

の学習状況と照らし合わせながら学習や指導の改善を図ることが重要である。 

 

 イ）「主体的に学習に取り組む態度」の評価の方法 

  ・ 「主体的に学習に取り組む態度」の具体的な評価の方法としては、ノートやレポート

等における記述、授業中の発言、教師による行動観察や、児童生徒による自己評価や

相互評価等の状況を教師が評価を行う際に考慮する材料の一つとして用いることなど

が考えられる。 

・ 児童生徒の発達の段階に照らした場合には、児童生徒自ら目標を立てるなど学習を

調整する姿が顕著にみられるようになるのは、一般に抽象的な思考力が高まる小学校

高学年以降からであるとの指摘もある。このため、①各教科等の「主体的に学習に取

り組む態度」の評価の観点の趣旨の作成等に当たって、児童生徒の発達の段階や各教

科等の特質を踏まえて柔軟な対応が可能となるよう工夫するとともに、②特に小学校

低学年・中学年段階では、例えば、学習の目標を教師が「めあて」などの形で適切に

提示し、その「めあて」に向かって自分なりに様々な工夫を行おうとしているかを評

価することや、他の児童との対話を通して自らの考えを修正したり、立場を明確にし

て話していたりする点を評価するなど、児童の学習状況を適切に把握するための学習

評価の工夫が求められる。 

 

（２）評価の計画を立てることの重要性 

・ 学習指導のねらいが児童生徒の学習状況として実現されたかについて、評価規準に

照らして観察し、毎時間の授業で適宜指導を行うことは、育成を目指す資質・能力を

児童生徒に育むためには不可欠である。その上で、評価規準に照らして、観点別学習

状況の評価をするための記録をとることになる。そのためには、いつ、どのような方

法で、児童生徒について観点別学習状況を評価するための記録をとるのかについて、

評価の計画を立てることが大切である。 

  毎時間児童生徒全員について記録をとり、総括の資料とするために蓄積することは

現実的ではないことからも、児童生徒全員の学習状況を記録に残す場面を精選し、か

つ適切に評価するための計画が一層重要になる。 

・ したがって、日々の授業の中では児童生徒の学習状況を把握して指導に生かすこと

に重点を置きつつ、「知識・技能」及び「思考・判断・表現」の評価の記録については、
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原則として単元や題材等のまとまりごとに、それぞれの実現状況が把握できる段階で

評価を行うこととする。また、学習指導要領に定められた各教科等の目標や内容の特

質に照らして、単元や題材ごとに全ての観点別学習状況の評価の場面を設けるのでは

なく、複数の単元や題材にわたって長期的な視点で評価することを可能とすることも

考えられるが、その場合には、児童生徒に対して評価方法について誤解がないように

伝えておくことが必要である。 

 

（３）観点別学習状況の評価に係る記録の総括 

  適切な評価の計画の下に得た、児童生徒の観点別学習状況の評価に係る記録の総括の時期と

しては、単元（題材）末、学期末、学年末等の節目が考えられる。 

 総括を行う際、観点別学習状況の評価に係る記録が、観点ごとに複数ある場合は、例えば、

次のような方法が考えられる。 

 ・ 評価結果のＡ、Ｂ、Ｃの数を基に総括する場合 

    何回か行った評価結果のＡ、Ｂ、Ｃの数が多いものが、その観点の学習の実施状況を最

もよく表現しているとする考え方に立つ総括の方法である。例えば、３回評価を行った結

果が「ＡＢＢ」ならばＢと総括することが考えられる。なお、「ＡＡＢＢ」の総括結果をＡ

とするかＢとするかなど、同数の場合や三つの記号が混在する場合の総括の仕方をあらか

じめ各学校において決めておく必要がある。 

 ・ 評価結果のＡ、Ｂ、Ｃを数値に置き換えて総括する場合 

    何回か行った評価結果Ａ、Ｂ、Ｃを、例えばＡ＝３、Ｂ＝２、Ｃ＝１のように数値によ

って表し、合計したり平均したりする総括の方法である。例えば、総括の結果をＢとする

範囲を［2.5≧平均値≧1.5］とすると「ＡＢＢ」の平均値は、約 2.3［（３＋２＋２）÷３］

で総括の結果はＢとなる。 

 

（４）観点別学習状況の評価の評定への総括 

・ 評定は、各教科の観点別学習状況の評価を総括した数値を示すものである。評定は、

児童生徒がどの教科の学習に望ましい学習状況が認められ、どの教科の学習に課題が認

められるのかを明らかにすることにより、教育課程全体を見渡した学習状況の把握と指

導や学習の改善に生かすことを可能とするものである。 

・ 観点別学習状況の評価の評定への総括は、各観点の評価結果をＡ、Ｂ、Ｃの組合せ、又は、

Ａ、Ｂ、Ｃを数値で表したものに基づいて総括し、その結果を小学校では３段階、中学校で

は５段階で表す。 

・ Ａ、Ｂ、Ｃの組合せから評定に総括する場合、各観点とも同じ評価がそろう場合は、

小学校については「ＢＢＢ」であれば２を基本としつつ、「ＡＡＡ」であれば３、「ＣＣ

Ｃ」であれば１とするのが適当であると考えられる。中学校については、「ＢＢＢ」であ

れば３を基本としつつ、「ＡＡＡ」であれば５又は４、「ＣＣＣ」であれば２又は１とす

るのが適当であると考えられる。それ以外の場合は、各観点のＡ、Ｂ、Ｃの数の組合せ

から適切に評定することができるようあらかじめ各学校において決めておく必要がある。 

・ 評定は各教科の学習の状況を総括的に評価するものであり､「観点別学習状況」にお

いて掲げられた観点は､分析的な評価を行うものとして､各教科の評定を行う場合にお
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いて基本的な要素となるものであることに十分留意する。その際、評定の適切な決定方

法等については、各学校において定める。 

 

① 小学校 

・ 小学校における各教科の評定は、第３学年以上の各学年について、小学校学習指導

要領等に示す各教科の目標に照らして、その実現状況を 

 「十分満足できる」状況と判断されるもの   ・・・ ３ 

 「おおむね満足できる」状況と判断されるもの ・・・ ２ 

 「努力を要する」状況と判断されるもの    ・・・ １ 

のように区別して評価を記入する。 

 

② 中学校 

・ 中学校における各教科の評定は､中学校学習指導要領等に示す各教科の目標に照らし

て､その実現状況を 

「十分満足できるもののうち、特に程度が高い」状況と判断されるもの ・・・ ５ 

「十分満足できる」状況と判断されるもの              ・・・ ４ 

「おおむね満足できる」状況と判断されるもの            ・・・ ３ 

「努力を要する」状況と判断されるもの               ・・・ ２ 

「一層努力を要する」状況と判断されるもの             ・・・ １ 

のように区別して評価を記入する。 

・ 選択教科を実施する場合は､各学校が評定の段階を決定し記入する。 
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４．特別の教科 道徳、外国語活動（小学校）、総合的な学習の時間、特別活動の指

導要録の記録 

 

（１）特別の教科 道徳について 

小学校等については、改善等通知別紙１に、「道徳の評価については、28 文科初第 604

号「学習指導要領の一部改正に伴う小学校、中学校及び特別支援学校小学部・中学部にお

ける児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について（通知）」4 に基づき、学習活動に

おける児童の学習状況や道徳性に係る成長の様子を個人内評価として文章で端的に記述す

る」こととされている（中学校等についても別紙２に同旨）。 

 

（２）外国語活動について（小学校） 

改善等通知には、「外国語活動の記録については、評価の観点を記入した上で、それらの

観点に照らして、児童の学習状況に顕著な事項がある場合にその特徴を記入する等、児童

にどのような力が身に付いたかを文章で端的に記述すること」とされている。また、「評価

の観点については、設置者は、小学校学習指導要領等に示す外国語活動の目標を踏まえ、

改善等通知別紙４を参考に設定する」こととされている。 

 

（３）総合的な学習の時間について 

小学校等については、改善等通知別紙１に、「総合的な学習の時間の記録については、こ

の時間に行った学習活動及び各学校が自ら定めた評価の観点を記入した上で、それらの観

点のうち、児童の学習状況に顕著な事項がある場合などにその特徴を記入する等、児童に

どのような力が身に付いたかを文章で端的に記述すること」とされている。また、「評価の

観点については、各学校において具体的に定めた目標、内容に基づいて別紙４を参考に定

めること」とされている（中学校等についても別紙２に同旨）。 

 

（４）特別活動について 

小学校等については、改善等通知別紙１に、「特別活動の記録については、各学校が自ら

定めた特別活動全体に係る評価の観点を記入した上で、各活動・学校行事ごとに、評価の

観点に 照らして十分満足できる活動の状況にあると判断される場合に、○印を記入する」

とされている。また、「評価の観点については、学習指導要領等に示す特別活動の目標を踏

まえ、各学校において改善等通知別紙４を参考に定める。その際、特別活動の特質や学校

として重点化した内容を踏まえ、例えば『主体的に生活や人間関係をよりよくしようとす

る態度』などのように、より具体的に定めることも考えられる。記入に当たっては、特別

活動の学習が学校や学級における集団活動や生活を対象に行われるという特質に留意す

る」とされている（中学校等についても別紙２に同旨）。 
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６．障がいのある児童生徒など特別な配慮を必要とする児童生徒に係る学習評価につ

いて 

 

平成２８年１２月「幼稚園、小学校、中学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善

及び必要な方策等について」の答申では、障がいのある児童生徒や日本語の習得に困難の

ある児童生徒、不登校の児童生徒など、特別な配慮を必要とする児童生徒の発達を支える

ことの重要性を指摘している。 

障がいのある児童生徒については、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別

支援学校において子供たちの十分な学びを確保し、一人一人の子供の障がいの状態や発達

の段階に応じた指導を一層充実させていく必要があるとされている。 

また、知的障がい者である児童生徒に対する教育課程については、児童生徒の一人一人

の学習状況を多角的に評価するため、各教科の目標に準拠した評価による学習評価を導入

し、学習評価を基に授業評価や指導評価を行い、教育課程編成の改善・充実に生かすこと

のできるＰＤＣＡサイクルを確立することが必要であるとされている。 

・ 児童生徒一人一人の学習状況を適切に把握することは、新学習指導要領で目指す資質・

能力を育成する観点からも重要であり、障がいのある児童生徒、日本語指導を必要とす

る児童生徒や不登校の児童生徒、特別な配慮を必要とする児童生徒に対する指導につい

ても、個々の児童生徒の状況に応じた評価方法の工夫改善を通じて、各教科等の目標や

内容に応じた学習状況を適切に把握し、指導や学習の改善に生かしていくことを基本に、

それぞれの実態に応じた対応が求められる。 

・ このうち、障がいのある児童生徒に係る学習評価については、一人一人の児童生徒の

障がいの状態等に応じた指導と配慮及び評価を適切に行うことを前提としつつ、特に以

下のような観点から改善することが必要である。 

○ 知的障がい者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の各教科においても、文

章による記述という考え方を維持しつつ、観点別の学習状況を踏まえた評価を取り入れ

ることとする。 

○ 障がいのある児童生徒について、個別の指導計画に基づく評価等が行われる場合がある

ことを踏まえ、こうした評価等と指導要録との関係を整理することにより、指導に関す

る記録を大幅に簡素化し、学習評価の結果を学習や指導の改善につなげることに重点を

置くこととする。 

 

・ 日本語指導を必要とする児童生徒に対しては、例えば、小学校学習指導要領解説総則

編（平成 29 年 7 月)では「ゆっくりはっきり話す、児童生徒の日本語による発話を促す

などの配慮、絵や図などの視覚的支援の活用、教材の工夫」などの学習参加のための支

援が例示されており、各学校においては、児童生徒の実態や学習評価の対象となる指導

事項に照らして適切な方法を工夫して指導と評価を行うことが求められる。また、「特別

の教育課程」による日本語指導の学習評価の際には、「学校教育法施行規則の一部を改正

する省令等の施行について（通知）」（25 文科初第 928 号）において、個々の児童生徒

の日本語の能力や学校生活への適応状況を含めた生活・学習の状況、学習への姿勢・態
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度等の多面的な把握に基づき、指導の目標及び指導内容を明確にした指導計画を作成し、

学習評価を行うこととしている。こうした学習評価の結果については、児童生徒の担任

や教科担当とも共有し、在籍学級における各教科等の指導や学習評価にも考慮されるこ

とが望ましい。 

・ 「不登校への対応の在り方について」（15 文科初第 255 号）では、不登校児童生徒に

ついて、学習状況の把握に努めることが学習支援や進路指導を行う上で重要であり、学

校が把握した学習計画や内容がその学校の教育課程に照らし適切と判断される場合には、

当該学習の評価を適切に行い、児童生徒や保護者等に伝えることが児童生徒の学習意欲

に応え、自立を支援する上で意義が大きいとしている。その上で、評価の指導要録への

記載については、必ずしもすべての教科・観点について観点別学習状況及び評定を記載

することが求められるものではないとし、学習状況の把握の状況に応じてそれを文章記

述するなど、次年度以降の児童生徒の指導の改善に生かすという観点に立った適切な記

載に努めることが求められるとしている。 

 

６．評価の方針等の児童生徒や保護者への共有について 

 

学習評価の妥当性・信頼性を高めるともに、児童生徒自身に学習の見通しをもたせるた

めに、学習評価の方針を事前に児童生徒と共有する場面を必要に応じて設けることが求め

られており、児童生徒に評価の結果をフィードバックする際にも、どのような方針によっ

て評価したのかを改めて児童生徒に共有することも重要である。 

また、児童生徒の学習評価の妥当性・信頼性を高めるためには、新学習指導要領下での

学習評価の在り方や基本方針等について、様々な機会を捉えて保護者と共通理解を図るこ

とが非常に重要である。 


